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第 10 章 貧困：食料安全保障と国民の消費生活 








世俗派の野党勢力は、2013 年の 1 月以降、政権批判を展開し、同年 4 月からは、「タマッ
ルド」（反抗）などの若者グループが大統領の辞任を求める署名活動を始めた。この運動は、
ムルスィー大統領就任 1 周年であった 2013 年 6 月 30 日に、大統領の辞任を求める大規模
なデモに発展した。この大規模なデモに呼応して、2013 年 7 月に、軍が介入した結果、ム
ルスィーは解任され、ムルスィー政権は発足後わずか 1 年で崩壊した。
その後、軍が発表した政権移行の「工程表」に基づき、政権移行プロセスが進められ、2014






圧下におかれた。2013 年 12 月には、政府によって「テロ組織」に指定されるにいたってい
る。加えて、2014 年 11 月にはデモ隊殺害や不正蓄財で告訴されていたムバーラク元大統
領が保釈され、その 2 人の息子も無罪放免になるなど、大きな議論を呼んだ（長沢 [2015]）。 
こうしてみると、2011 年の「1 月 25 日革命」はエジプトが民主化に向かう一大転機だと
みなされたが、発生から 5 年を経て、当初の期待と逆行する傾向が目立つ。「革命」という
名前の反革命によって、エジプトはムバーラク時代に戻ってしまったという声も聞く。




年からムルスィー政権が崩壊し「6 月 30 日革命」が起きた 2013 年までである。2011 年の
「1 月 25 日革命」の際、人々が政権転覆を望んだ主要な理由は、「自由」、「尊厳」、「社
会的公正」であった。と同時に、経済的停滞も大きな理由である。しかし、「1 月 25 日革
命」後も、一向に生活状況は好転していない。その結果として社会的不満が強まり、わずか
１年でのムルスィー政権崩壊と「6 月 30 日革命」にいたる社会的背景をなしていると考え
られる。以下、本章では消費生活に焦点をあて、第 1 節で 2000 年代のエジプト経済の特徴
を食料安全保障の観点から概観したうえで、第 2 節で「1 月 25 日革命」以後のエジプト国
民の消費生活、第 3 節で貧困の動向について分析する。  











てとれるように、2005 年から 2008 年の間に、世界の主要食料価格が高騰した（図 1）。
2008 年 6 月に最高値を迎えた後、大規模な金融危機によって世界経済が不況に陥ったこと
から、食料価格は再び急落した。とはいえ、これは一時的な下落に過ぎず、2010 年に穀物
価格は 50%上昇した。2011 年第 2 四半期にわずかに下落したものの、さらに 2012 年に再
び急騰し、FAO が食料価格指数の測定を開始した 1990 年以降で過去最高値を更新した。
現在も、食料価格は高値が続いている。







の不安定性が高まると懸念されている（FAO [2011, 11-12]、 国際農林業協同協会 [2011]）。 
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 こうした食料価格の高止まりと不安定性は、とくに食料を輸入に依存する途上国に大き
な影響を与える可能性がある。食料は低所得消費者層の家計の大部分を占めているため、価






リアルの価格は 2 倍前後に高騰した（WFP [2011, 9]）。その結果、2008 年の時点でエジ
プトの家計支出の 38.3％が食費に費やされ、家計を圧迫していた（African Development
Bank [2012, 10]）。












































































料農業機関）が発表している指数。食肉（Meat Price Index）、乳製品（Dairy Price Index）、穀物（Cereal Price 
Index）、油糧種子（Oils/Fats Price Index）、砂糖（Sugar Price Index）の5つの商品グループの価格指数から構成さ
れ、2002年～2004年＝100として、国際取引価格から算出される。穀物価格指数で測定される穀物は小麦、粗粒
穀物（とうもろこし、大麦、ソルガム等）、米（精米）からなる。
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
まり、グローバル経済の動向が中間層と貧困層の経済生活に直結しているところに、エジプ
ト経済の対外依存の特徴がある（加藤・岩崎 [2013]; 岩崎[2013]）。 
 ナイル川という水資源に恵まれたエジプトは農業立国であり、他のアラブ諸国とくらべ
れば食料自給率が高い。作物別にみると、米や野菜、砂糖、肉類などの自給率が高く、生産

























会不安が容易に醸成されることになる（加藤・岩崎 [2013]; 岩崎 [2013]）。 
 
                                                   
(1) 国際食糧農業機関(FAO)によれば、 2011 年のエジプトの穀物輸入先は、ロシア（39％）、米
国（28％）、フランス（11％）、オーストラリア（8％）、アルゼンチン（4％）であった。FAOSTAT 
[2014]を参照。 
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第 2 節 「1 月 25 日革命」以後の消費生活  
 
2.1 「1 月 25 日革命」以後の物価動向 
 
2012 年 6 月、選挙によってムルスィーが大統領に選ばれた際、消費生活の安定は政権に
国民が期待したことの一つであった。しかし、公務員の賃金値上げや新卒者の任期付き雇用
枠拡大などの失業対策がとられてきたものの、物価上昇や外貨不足に伴うガソリンなどの
不足が続き、国民の生活は相変わらず苦しかった（井堂  [2014]; 岩崎  [2014]; 土屋 
[2014b]）。 









年の「6 月 30 日革命」の直前には、ガソリンは 2008 年以来最も高いインフレ率を記録し、




スィースィー政権成立後の 2015 年について触れておくと、2015 年から物価上昇は緩和
されたようだ。食料品については、パン・穀類、肉類、油・油脂、砂糖・菓子類は 2015 年











Weekly [2016]; World Bank [2009, 6]）。 
表1　消費者物価指数の推移（2011～2015年）（基準年2010年）
費目







全費目 116.4 125.0 137.9 151.8 158.9 162.6 165.7 172.0
食品 127.3 139.2 157.6 177.3 185.3 194.5 198.5 207.5
パン・穀類 136.0 137.9 156.7 162.3 157.9 160.0 160.3 161.2
肉類 127.2 142.2 161.0 183.9 196.6 203.9 204.2 204.7
魚介類 108.1 124.4 143.5 173.1 177.7 182.8 187.3 173.5
乳製品・卵 116.0 126.8 148.3 176.6 177.8 179.3 182.5 189.5
油・油脂 118.7 123.0 129.8 136.7 138.6 141.9 142.1 142.8
果物 111.5 115.3 131.6 144.0 149.1 162.5 170.1 172.7
野菜 153.9 182.6 210.9 245.0 274.1 308.9 327.4 387.8
砂糖・菓子
類
114.4 117.2 119.2 123.3 126.8 129.2 129.7 129.9
その他の食
品
109.6 115.9 122.8 141.9 148.4 150.0 150.1 150.4
ノンアルコール飲料 102.3 104.6 120.6 125.8 127.4 127.8 128.5 128.5
アルコール・タバコ 171.2 201.5 217.1 257.0 304.3 314.6 314.6 316.6
被服および履物 103.6 108.4 113.2 116.7 119.0 123.1 123.8 129.2
住居・水道・光熱費 102.9 110.1 115.6 118.5 127.7 124.1 128.4 128.6
家具・家事用品 105.8 111.4 121.4 133.0 138.5 139.0 141.5 145.4
保健医療 102.0 103.7 115.3 130.8 131.2 131.2 133.3 141.1
交通 101.6 103.3 108.8 125.6 137.8 139.1 139.6 140.8
通信 98.7 95.9 96.0 97.6 96.8 96.8 96.8 96.8
文化・娯楽 109.8 118.8 132.5 149.9 164.0 166.4 173.9 179.8
教育 127.7 140.8 153.9 167.3 196.9 196.9 196.9 219.0
宿泊・外食 113.4 116.1 144.0 160.3 170.3 175.3 180.4 193.4
その他 103.2 104.9 105.5 108.5 111.5 111.6 111.9 113.8
（注）値は2010年1月を100とし，各年とも1月の値。
（出所）CAPMAS ホームページより筆者作成。
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では、エジプト中央統計局（Central Agency for Public Mobilization and Statistics：
CAPMAS）が定期的に全国家計調査（「消費と所得に関する世帯調査」）を実施してきた
（以後、「家計調査」と呼ぶ）(2)。5 年おきに実施されていた家計調査は 2008 年から 2 年
おきに実施されるようになり、公表されている最近年の家計調査は2012/2013年度である。 
この 2012/2013 年度の家計調査は、2012 年 7 月 1 日から 2013 年 6 月 30 日までの期間に
なされた（CAPMAS [2014 Vol.1, 40]）。その前の 2010/2011 年度の調査期間は、2010 年
7 月から 2011 年 6 月までである。したがって、2012/2013 年度の調査はムルスィー政権時
代、2010/2011 年度の調査は「1 月 25 日革命」前後の時期をカバーしていることになる。









食品、ノンアルコール飲料の 10 費目に分類される。 
表 2 に示される 2010/2011 年度と 2012/2013 年度の年間世帯消費支出総額を比較しよ
う。2010/2011 年度の年間世帯消費支出総額は、名目世帯消費支出額を 2012 年 12 月の物
価指数で除した 1 年当たりの実質額である。この実質世帯消費額を都市農村別に 2012/2013
年度の世帯消費額とくらべると、世帯の消費支出総額は農村部では若干上昇しているのに
対して、都市部では低下している。都市世帯の消費水準は落ち込みが大きく、2010/2011 年




                                                   
(2) エジプトで最初の全国「家計調査」(Household Budget Survey)は 1958/59 年に 6373 世帯を
対象に実施された。第 2 回の家計調査は 1964-65 年、第 3 回の家計調査は 1974-75 年、第 4 回
の家計調査は 1981/82 年に実施された。1990/91 年から家計調査は「世帯所得と消費・支出調
査」（Household Income, Expenditure and Consumption Survey; 略称 HIECS）と改名され、
5 年おきに実施されるようになった。 
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表 3 は、地方別に世帯当たり年間消費支出総額を示す。2010/2011 年度と 2012/2013 年
度の消費支出総額をくらべると、上エジプト地方、下エジプト地方、辺境県地方では消費水
準は変化していない。これに対して、消費支出総額が突出して高いのはカイロやアレクサン
ドリアなどを含む都市県であるが、そこでは消費水準が 3 万 7931LE から 3 万 3093LE へ
と大幅に落ち込んだ。 






世帯当たり年間消費額(LE) 都市部 30,541     22,200     
農村部 21,650     29,333     
全国 25,661     25,389     
１人当たり年間消費額(LE) 都市部 7,532       7,472       
農村部 4,388       4,914       
全国 5,903       5,968       
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都市部 農村部 全国 都市部 農村部 全国
大費目 LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 %
食料・ノンアルコール飲料 2,724  36.0 2,116  45.6 2,372  40.4 2,563   34.3 2,066   42.1 2,271   38.1
タバコ・アルコール 234     3.1 178     3.8 202     3.4 286     3.8 217      4.4 246      4.1
被服・履物 385     5.1 260     5.6 312     5.3 380     5.1 290      5.9 327      5.5
住居・水道・光熱費 1,439  19.0 797     17.2 1,066  18.2 1,454   19.5 842      17.1 1,094   18.3
家具・家事用品 305     4.0 180     3.9 232     4.0 307     4.1 206      4.2 248      4.2
保健医療 616     8.1 389     8.4 484     8.2 674     9.0 477      9.7 558      9.4
交通 507     6.7 178     3.8 316     5.4 474     6.3 207      4.2 317      5.3
通信 227     3.0 91       2.0 148     2.5 207     2.8 90        1.8 138      2.3
文化・娯楽 207     2.7 73       1.6 129     2.2 167     2.2 90        1.8 122      2.0
教育 412     5.4 104     2.2 233     4.0 411     5.5 127      2.6 244      4.1
宿泊・外食 290     3.8 150     3.2 208     3.5 310     4.1 153      3.1 217      3.6
その他 231     3.0 129     2.8 172     2.9 240     3.2 147      3.0 185      3.1
計 7,576  100.0 4,645  100.0 5,875  100.0 7,472   100.0 4,914   100.0 5,967   100.0
世帯数 6,960  8,479  15,439 6,731   8,326   15,057 
世帯員数 28,620 39,588 68,208 26,842 38,326  65,168 
（出所）CAPMAS 2012; 2014. （各年とも）Vol.4, p.4より筆者作成。
表5　食料品項目別の1人当たり実質世帯食料消費支出（2012/2013年度基準）（単位：エジプト・ポンド／年）
2010/2011 2012/2013 増減率(%)
都市部 農村部 全国 都市部 農村部 全国
食料品項目 LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 % LE/年 %
パン・穀類 334.6 12.0 337.6 15.6 336.4 13.9 297.3 11.6 309.8 15.0 304.6 13.4 88.8 91.8 90.5
肉類 806.2 28.9 626.1 28.9 701.6 28.9 756.6 29.5 602.4 29.2 665.9 29.3 93.8 96.2 94.9
魚介類 203.6 7.3 126.1 5.8 158.7 6.5 191.9 7.5 126.3 6.1 153.3 6.8 94.3 100.2 96.6
乳製品・卵 395.8 14.2 234.0 10.8 301.9 12.4 384.9 15.0 238.3 11.5 298.7 13.2 97.2 101.8 98.9
油・油脂 182.2 6.5 159.7 7.4 169.1 7.0 156.3 6.1 146.9 7.1 150.8 6.6 85.8 92.0 89.2
果物 200.6 7.2 139.9 6.5 165.3 6.8 183.8 7.2 141.1 6.8 158.7 7.0 91.6 100.9 96.0
野菜 399.8 14.3 350.6 16.2 371.2 15.3 345.3 13.5 320.3 15.5 330.6 14.6 86.4 91.4 89.1
砂糖・菓子類 119.5 4.3 93.8 4.3 104.5 4.3 97.0 3.8 76.5 3.7 85.0 3.7 81.2 81.6 81.3
その他の食品 50.6 1.8 34.0 1.6 41.0 1.7 48.8 1.9 35.3 1.7 40.8 1.8 96.5 103.7 99.4
ﾉﾝｱﾙｺｰﾙ飲料 96.1 3.4 64.7 3.0 77.8 3.2 101.4 4.0 69.5 3.4 82.6 3.6 105.6 107.5 106.1
計 2788.9 100.0 2166.3 100.0 2427.6 100.0 2563.3 100.0 2066.4 100.0 2271.0 100.0 91.9 95.4 93.5
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第 3 節 「1 月 25 日革命」以後の貧困の動向
3.1「1 月 25 日革命」以後の貧困の動向 
エジプトの公式の貧困率は前節で述べた全国家計調査をもとに推計されており、その最
近年の調査はムルスィー政権時代の2012/2013年になされた。それらの調査結果によれば、
2008 年から 2012/2013 年まで貧困率は上昇し続けた。エジプト全体では、その値は
2004/2005 年に 19.6％であったのが、2008 年に 21.6％、2010 年には 25.2％へと上がった。
「1 月 25 日革命」の前年には、エジプト国民の 4 人に 1 人が貧困者となるほどに貧困は深
刻化していたのである。さらに「1 月 25 日革命」後も、貧困は減るどころか増え続けてい
る。貧困率は 2012/2013 年には 26.3％にさらに上がり、ムルスィー政権時代にも貧困は悪
化していった。
なかでも「1 月 25 日革命」後の動向として目をひくのは、カイロやアレクサンドリアな
どの都市で貧困率が上昇したことである（図 3）。「革命」の舞台であるカイロでは、貧困
が 2000 年代後半に悪化したとはいえ、貧困率は 2010/2011 年の時点でも 10％にすぎず、




「1 月 25 日革命」以後の経済悪化の影響を受けたのも都市民であったと言えよう。
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[2015, 1]）、この 2 つの貧困線近くの消費水準の世帯は都市部でも多い。そのため、景気変
動やインフレの影響を受け、消費生活が不安定化して貧困に陥るリスクにさらされている
















る（World Bank [2006]; [2009b]）。筆者が上エジプト地方と下エジプト地方の村の所得分
配をケーススタディで分析した結果においても、両地方の村に共通して、所得分配の最大の





















岩崎 [2013]; 岩崎 [2013]）。 
おわりに
2013 年のムルスィー政権時代の終わりには、物価の高止まりと貧困の悪化にみられるよ
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